
第10回スポーツ政策の推進に関する円卓会議

「小規模団体への柔軟な対応」について

1．適合性審査における小規模団体への配慮

(1)小規模の範囲

次の2点を満たす団体及び①が0円の団体。

①公的助成金合計額：4,000万円以下

②経常収益に占める公的助成金合計額の割合：50％以上

※公的助成金・・・強化費、スポーツ振興くじ助成、スポーツ振興基金助成

(2)配慮の方法

令和6年3月29日

「原則2(3)②理事が原則として10年を超えて存在することがないように再任回数の上限を設ける

こと」において「小規模団体配慮措置」を設定。

小規模団体に該当する団体は、 2巡目の適合性審査時に限り、配慮を希望する場合、条件を満

たす説明を行えば、規定を遵守できていなくとも、足りることとする。

2．競技横断的な支援の方法

(1)団体(NF)役員等のリストの作成・共有による、団体間の役員等の人材環流の創出。

(2)統括団体による、法務、会計、危機管理等、NFの人材育成に資する研修等の創設。

→令和6年度中の開始・実施を目指す
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審査委員会

⑥統括3団体は、審査委員会の答申をもとに、
審査結果を機関決定(1月)

⑤審査委員会は、予備調査チームの報告内容を
について協議し、適合性審査報告書を
統括3団体へ答申(11～12月)

④予備調査チームは、審査委員会へ
予備調査報告書を提出(11～12月)

⑨統括3団体は、
審査結果を
円卓会議へ報告
※審査結果に審査所見が付された場合
は、審査所見も報告

諮問委員会として統括3団体で共同設置
統括団体役員と外部有識者で構成

弁護士、公認会計士、学識経験者等、3名程
度の調査員で予備調査チームを構成
予備調査チームは複数構成

※NFと予備調査チームの間での審査書類のやり取りや、審査委員会の開催準備等、
審査に係る事務手続きは統括3団体事務局が担う。

JOC JPSAJSPO 円卓会議

③予備調査チームは、予備調査報告書を
取りまとめる(10月)

②予備調査チームは、文書調査と
ヒアリング調査を実施(8～9月)

①NFは予備調査チームへ、
審査書類と証憑書類を提出(７月末締切)

⑦統括3団体は、
適合性審査結果通知書、
要改善事項通知書を
NFへ通知
※要改善事項通知書は該当NFのみ

⑧統括3団体は、
審査結果を
統括団体HPで公表
※審査結果に審査所見が付された場合
は、審査所見も公表
※統括団体HPでは、審査委員会委員と
審査委員会議事録も公表

〈２～３月〉
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